
 

 

中央化学株式会社 
 

 

自 ２０２３年４月 １日 

至 ２０２４年３月３１日 

 

  



 

（単位：百万円）

流　動　資　産 流　動　負　債

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

受 取 手 形 電 子 記 録 債 務

売 掛 金 買 掛 金

商 品 短 期 借 入 金

製 品 １年内返済予定の長期借入金

原 材 料 リ ー ス 債 務

仕 掛 品 未 払 金

貯 蔵 品 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

未 収 入 金 未 払 消 費 税 等

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 預 り 金

立 替 金 設 備 関 係 支 払 手 形

そ の 他 賞 与 引 当 金

そ の 他

固　定　資　産 固　定　負　債

有形固定資産 長 期 借 入 金

建 物 3,326 リ ー ス 債 務

構 築 物 273 退 職 給 付 引 当 金

機 械 及 び 装 置 490 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

車 両 運 搬 具 0 資 産 除 去 債 務

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 166 そ の 他

土 地 4,185

リ ー ス 資 産 1,770

建 設 仮 勘 定 187

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア 22

リ ー ス 資 産 36  株　主　資　本 5,967

そ の 他 26 　資　　本　　金 7,212

投資その他の資産 　資 本 剰 余 金 6,786

投 資 有 価 証 券 316 資 本 準 備 金 5,675

関 係 会 社 株 式 80 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,111

関 係 会 社 出 資 金 2,925 　利　益　剰　余　金 △ 6,863

長 期 貸 付 金 209 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 6,863

長 期 売 掛 金 456 土 地 圧 縮 積 立 金 17

破 産 更 生 債 権 等 0 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 6,880

長 期 前 払 費 用 46 　自　己　株　式 △ 1,169

繰 延 税 金 資 産  評価・換算差額等 76

そ の 他 439 　その他有価証券評価差額金 72

貸 倒 引 当 金 △ 257 　繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 3

4,621

405

純　資　産　合　計 6,043

資　産　合　計 33,501 負 債 純 資 産　合計 33,501

85 純　資　産　の　部

10,400 705

1,436

126

16

43

244

負　債　合　計 27,457

10 281

745

15,107 2,572

752 252

185 23

285 369

525 1,176

126 185

185 107

154 10,500

4,403 803

922 945

3,075 226

2,024 2,854

5,742 6,414

　貸　借　対　照　表　
（　2024年3月31日現在　）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

18,393 24,885



 

  

（単位：百万円）

　売  上  総  利  益

　営　業　損　失　（△） △ 270

営　業　外　収　益

受 取 利 息 2

受 取 配 当 金 16

受 取 賃 貸 料 35

仕 入 割 引 0

為 替 差 益 45

そ の 他 105

営　業　外　費　用

支 払 利 息 118

手 形 売 却 損 15

そ の 他 40

　経　常　損　失　（△） △ 239

特　別　損　失

固 定 資 産 除 売 却 損 30

減 損 損 失 472

そ の 他 24

　税引前当期純損失（△） △ 767

法人税、住民税及び事業税 43

法 人 税 等 調 整 額 11 54

　当期純損失（△） △ 821

売   上   高 40,270

　損　益　計　算　書　
自　2023年４月１日

至　2024年３月31日

科　　　　　目 金　　　　　額

174

527

売  上  原  価 32,151

8,119

販売費及び一般管理費 8,390

206



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

     市場価格のない株式等以外のもの 

     決算日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     市場価格のない株式等 

     移動平均法による原価法 

(2)デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 

    時価法 

(3)棚卸資産 

①商品･製品･原材料･仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法） 

ただし製品･原材料･仕掛品中の販売用製造機械については個別法による原価法 

②貯蔵品 

最終仕入原価法 

     

 ２．固定資産の減価償却方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建 物     ４～４７年 

 機 械 及 び 装 置     ８～１４年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

        定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

(3)リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 ３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の

負担額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。ただし､臨時従業員については､臨時従業員

の退職金の支出に備えるため、「退職金規程」に基づく自己都合による期末要支給

額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

 

 



①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取り扱い

が連結貸借対照表と異なります。 

(4)役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支払に備えるため、「役員退職慰労金支給規程」に基づく当事

業年度末要支給額を計上しております。 

(5)債務保証損失引当金 

債務保証等による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案して、損失負担

見込額を計上しております。 

  

 ４．収益及び費用の計上基準 

     当社は、合成樹脂製簡易食品容器及び関連商・製品の製造並びに販売事業を主な事

業内容としており、このような商・製品販売については、商・製品の引渡時点におい

て顧客が当該商・製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断している

ことから、商・製品の引渡時点で収益を認識しております。なお、販売促進費の一

部、及び売上割引については売上高より控除した純額を収益として認識しておりま

す。 

 

５．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準 

     当社の外貨建金銭債権債務は､決算日の直物為替相場により円貨に換算し､換算差額

は損益として処理しております｡ 

 

 ６．重要なヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については、振当処理の

要件を満たしている場合には、振当処理を、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップについては、特例処理を採用しております。 

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

    (ヘッジ手段)          (ヘッジ対象) 

為替予約           外貨建金銭債権債務 

金利スワップ         長期借入金 

 

(3)ヘッジ方針 

当社は､財務担当部門の管理の下に､外貨建取引に係る為替相場の変動リスクを回

避する目的で為替予約取引を、借入金利の変動リスクを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っております。 

 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法  

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定

することが出来るため、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一である

ことを確認することにより有効性の判定に代えております。 

 

 



Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

 

 １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1)担保に供している資産 
建物 288百万円 
土地 223百万円 
計 512百万円 

(2)担保に係る債務 
1年内返済予定の長期借入金 
長期借入金 

 155百万円 
155百万円 

  

３．有形固定資産の減価償却累計額 

（減損損失累計額を含む）                  38,302百万円 

  

４.保証債務 

   他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

 

    リケンテクノス                        11百万円 

 

 ５．関係会社に対する短期金銭債権                 142百万円 

 

 ６．関係会社に対する長期金銭債権                 651百万円 

 

 ７．関係会社に対する短期金銭債務                 331百万円 

 

８．受取手形割引高                       2,071百万円 

 

 ９.期末日満期手形の処理 

   事業年度末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期

手形等が、当事業年度末残高に含まれております。 

 

   受取手形                                  8百万円 

   支払手形                                                  21百万円 

電子記録債務                                         340百万円 

 

 １０．固定資産の投資その他の資産に表示しているその他には、送金規制を受けているもの

が、191百万円含まれております。 

 

 １１．圧縮記帳 

   取得価額から控除されている国庫補助金等 

    土地                                                233百万円 

 

１２．財務制限条項 

当社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行をエージェントとするシンジケートローン契約（①

参加行９行、返済期限2024年９月30日、当事業年度末借入金残高450百万円、②参加行９

行、返済期限2026年１月28日、当事業年度末借入金残高310百万円）を締結しておりま

す。当該契約には財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、多数貸付人の請

求に基づくエージェントの通知があれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。 

 



Ⅲ．税効果会計に関する注記 

 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産）                （単位：百万円） 

棚 卸 資 産 評 価 損 77 

貸 倒 引 当 金 78 

未 払 事 業 税 19 

退 職 給 付 引 当 金 38 

減 損 損 失           1,092 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 7 

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 1,044 

出 資 金 評 価 損 33 

繰 越 欠 損 金 1,966 

そ の 他 375 

       繰延税金資産小計 4,738 

       評価性引当額 △4,297 

       繰延税金資産合計 441 
 

（繰延税金負債） 

土 地 圧 縮 積 立 金 △7 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △19 

そ の 他 △8 

繰延税金負債合計 △35 

  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の原因となった主な 

   項目別の内訳 

 

法定実効税率 30.46% 

(調整)  

交際費等損金不算入 △0.71% 

住民税均等割 △5.48% 

受取配当金益金不算入 0.16% 

過年度法人税等 0.35% 

評価性引当額の増減 403.96% 

繰越欠損金期限切れ △435.31% 

その他 △0.49% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △7.06% 

 



Ⅳ．関連当事者との取引に関する注記 

 

関連当事者との取引 

(1)子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 

属性 
会社等の 

名称 

議決権等

の所有

（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 海 城 中 央

化 学 有 限

公 司 

所有 

直接100％ 

役員の兼任 

当社製品の

販売・購入 

原材料の仕入

(注1） 

 

原材料等の販

売 

(注2) 

810 

 

 

3 

 

 

買掛金 

 

 

売掛金及び

長期売掛金 

 

161 

 

 

65 

 

 

子会社 上 海 中 央

化 学 有 限

公 司 

所有 

直接100％ 

役員の兼任 

当社製品の

販売・購入 

－ － 売掛金及び

長期売掛金 

120 

 

 

子会社 

 

 

 

無 錫 中 央

化 学 有 限

公 司 

所有 

直接100％ 

役員の兼任 

当社製品の

販売・購入 

製品の仕入 

(注1） 

 

原材料等の販

売 

(注2) 

160 

 

 

34 

 

 

買掛金 

 

 

売掛金及び

長期売掛金 

 

8 

 

 

4 

 

 

子会社 

 

 

 

 

東 莞 中 央

化 学 有 限

公 司 

所有 

直接100％ 

役員の兼任 

当社製品の

販売・購入 

製品の仕入 

(注1） 

 

原材料等の販

売(注2) 

91 

 

 

34 

買掛金 

 

 

売掛金及び

長期売掛金 

15 

 

 

313 

 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1） 原材料及び製品・商品の購入等については、市場の実勢価格を勘案して発注及び価格

を決定しております。 

（注2） 原材料及び食品包装資材の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同

様に決定しております。 

（注3） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま

す。 

 

(2)兄弟会社等 

                                     （単位：百万円） 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等 

の所有（被

所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

その他の

関係会社

の子会社 

三菱商事パッ

ケージング株

式会社 

（注1） 

－ 製品等の販

売及び原材

料等の購入 

食品包装容器

等の販売 

(注3) 

 

原材料等の 

仕入(注4) 

702 

 

 

 

776 

 

売掛金 

 

 

 

支払手形及び

買掛金 

135 

 

 

 

251 

 

その他の

関係会社

の子会社 

三菱商事プラ

スチック株式

会社（注2） 

－ 製品等の販

売及び原材

料等の購入 

食品包装容器

等の販売 

(注3) 

 

原材料等の 

仕入(注4) 

588 

 

 

 

3,571 

 

売掛金 

 

 

 

買掛金 

 

311 

 

 

 

3,078 

 

 



   取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）2023年9月にセンコーグループホールディングス株式会社から三菱商事株式会社へ当社

株式の株式譲渡が行われたことにより、三菱商事パッケージング株式会社は関連当事

者となっております。 

（注2）2023年9月にセンコーグループホールディングス株式会社から三菱商事株式会社へ当社

株式の株式譲渡が行われたことにより、三菱商事プラスチック株式会社は関連当事者

となっております。 

（注3） 食品包装容器等の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定

しております。 

（注4） 原材料等の購入については、市場の実勢価格を勘案して発注及び価格を決定しており

ます。 

（注5） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま

す。 

 

 

Ⅴ．１株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額                          223円 42 銭 

１株当たり当期純損失                        30円 37 銭 

 

 

Ⅵ.重要な後発事象に関する注記 

 

該当事項はありません。 

 


